
 

 

第Ⅲ期環境経済の政策研究 研究概要および平成 27年度中間評価結果 

 課題名・代表研究者名  概要 評価 

1 

2050 年までの温室効果ガス大幅

削減に向けた経済的措置に関す

る調査・検討 

我が国は、2050年までに温室効果ガス排出量を80％

削減することを目指しているが、大幅な排出量削減

には構造的な変化を伴う大胆な対策が必要である。

本研究では、その手段の一つである「炭素税」に着

目し、炭素税の有効性や経済効率性を明らかにする

ために、海外における高税率の炭素税を導入した事

例を分析しつつ、炭素税導入等のグリーン税制改革

がもたらす正負両面の経済影響及びＣＯ２排出削減

効果の定量的評価を行う。これらの成果に基づき、

グリーン税制改革に関する政策提案を行う。 

Ｂ＋ 

地球環境戦略研究機関 

小嶋 公史 上席研究員 

2 

国民総幸福最大化と低炭素化を

両立させる都市・地域縮退戦略策

定モデル～地区詳細スケールで

の評価に基づく土地利用・インフ

ラ再編策立案手法～ 

20 世紀の経済成長の過程で都市・集落域が低密度

で拡大した日本は、ＣＯ２排出量やインフラ維持費

用の負荷が大きい土地利用を 21世紀に残した。そ

のため、住民の幸福度（ＱＯＬ）を維持するために

は、多くのエネルギーやコストが必要となってい

る。本研究では、人口減少・少子高齢化時代を迎え

た日本において、都市・地域を持続可能で魅力的に

するため、低炭素・低費用でかつＱＯＬを最大化す

る都市・地域縮退戦略の在り方について、政策につ

ながる提言を行う。欧州等の都市・地域縮退戦略に

関する事例を調査した上で、500ｍメッシュ程度の

小地区単位で、将来人口、ＣＯ２排出量や、経済便

益にとどまらない居住者のＱＯＬ等の算出ができ

る「地区評価手法」の開発を行う。また、自治体で

具体的な政策に活用する等の実証を行いつつ、評価

手法の都市政策への活用方法を解説したガイドラ

インの作成も行う。 

Ｂ＋ 

名古屋大学 

大学院環境学研究科 

林 良嗣 教授 

3 

資源循環に係る環境効率に関す

る調査・検討 

第三次循環型社会形成推進基本計画では、今後の

検討課題の一つとして、財・サービスの付加価値と

環境負荷の間の効率性を測る環境効率指標の開発

を挙げている。本研究では、既存の環境効率指標の

整理・分析を行いつつ、財・サービスが生み出す付

加価値と環境負荷の関係性を評価・分析し、新たな

環境効率指標の開発を行う。さらに、日本の環境効

率を時系列で推計し、推移の要因分析を行う。これ

によって、次期計画の指標開発に向けた検討に貢献

するとともに、社会全体の環境効率を向上させるた

めの環境政策の在り方を提案する。 

Ｂ＋ 

立命館大学  

理工学部 

橋本 征二 教授 
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 課題名・代表研究者名  概要 評価 

4 

我が国に蓄積されている資源の

ストックに関する調査・検討 

第三次循環型社会形成推進基本計画では、循環型

社会の形成に当たっては、物質のフローに加え、社

会に蓄積される「ストック」についても状況を把握

していくことが今後の検討課題として扱われてい

る。本研究では、我が国に蓄積されている社会イン

フラ・製品等に含まれる物質のストック を定量

的・経年的に推計・評価するため、ストックの区分

と具体的事例の整理を行い、ストックの種類毎の蓄

積量、蓄積年数、推移に関する指標や、その利用価

値に関する指標を構築する。これらの指標を用い

て、物質ストックの量や利用状況等を定量的に評価

することによって、ストックを効果的かつ効率的に

利用できる「ストック型社会形成」に向けた具体的

な施策の在り方を提案する。 

Ｂ＋ 

名古屋大学 

環境学研究科 

谷川 寛樹 教授 

5 

我が国における自然環境施策の

社会経済への影響評価分析に関

する研究 

地域自然資産法では、入域料や協力金等の利用者

負担金、寄付金等の民間資金を利用して、自然環境

を保全する枠組みの構築が示されている。一方で、

自然環境の経済的価値と民間資金等拠出の関係を

分析した事例は少なく、自然環境施策への効果的な

民間資金の活用についての知見も十分にはない状

況にある。また、このような自然環境施策が社会・

経済にどのような影響を与えるのか科学的な評

価・分析の事例も少ない状況にある。本研究では、

国内の主要な自然環境を対象に、自然環境の経済的

価値を評価した上で、民間資金等の設定・収集方法

の検討を行うとともに、民間資金等を活用した自然

環境施策の社会・経済への影響を評価・分析する。

これにより、自然環境の価値や社会・経済への影響

を適切に考慮した上での外部資金等の設定・収集の

在り方や、これを活用した効果的な自然環境施策を

提案する。 

Ａ 

京都大学 

農学研究科生物資源経済学専攻 

栗山 浩一 教授 

6 

生態系サービスの定量的評価及

び生態勘定フレームワーク構築

に向けた研究 

 生物多様性の損失を止めるための行動の一つと

して、愛知目標では、生物多様性が支える生態系サ

ービスの価値を政策に組み込み、生物多様性の損失

による経済への影響を適切に評価することが求め

られている。本研究では、生態系サービスの価値を

評価した過去の事例を収集・整理した上で、生態系

の価値的情報と量的情報を研究し、データ化するこ

とを通じて、国民経済計算等の従来の経済勘定に、

生態系サービスの価値を統合した「環境・経済統合

勘定」の在り方を検討する。さらに、これを利用し

た生物多様性の適切かつ効果的な保全・管理方法に

ついて提案を行う。 

Ａ 

神戸大学 

大学院人間発達環境学研究科 

佐藤 真行 准教授 
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7 

遺伝資源の利用により生ずる経

済的利益、及びその生物多様性保

全等促進への貢献に関する評価

手法の研究 

生物多様性条約の名古屋議定書は、遺伝資源利用

時に利用国は、提供国の法令に基づき提供国への適

正な利益配分等に関して相互に合意する条件で利

用するとともに、提供国の事前同意を得ること（Ｐ

ＩＣ制度）が求められている。我が国では、議定書

の批准に向けた国内措置の検討を行っているが、Ｐ

ＩＣ制度による経済的影響や、国内の生物多様性保

全への効果などに関する知見が十分にはない状況

にある。本研究では、国内遺伝資源の国内外におけ

る利用の状況を把握し、遺伝資源の価値を評価した

上で、利用者が提供者に対して利益配分した場合の

経済的影響や国内の生物多様性保全への効果につ

いて評価・分析を行い、生物多様性保全に貢献する

ＰＩＣ制度を含む国内措置の在り方について提案

を行う。 

Ａ 

慶應義塾大学 

経済学部 

大沼 あゆみ 教授 

8 

水俣条約に基づく水銀削減政策

として経済手法の活用可能性と

期待される効果に関する調査・分

析 

発展途上国では水銀汚染が深刻な問題となって

いるが、その大きな要因として人力小規模金採掘時

における水銀使用が挙げられており、水俣条約でも

重要課題として位置づけられている。本研究では、

水銀を利用しているアジアの採掘現場を調査し、そ

の実態を明らかにする。また、採掘時に水銀利用を

伴わない「エシカルジュエリー」を導入する可能性

について調査する。それらを踏まえ、人力小規模金

採掘時における水銀削減に実効性を持たせるため

の政策手段や、これを促進するための水銀削減政策

としての効果的な経済的手法を提案する。 

Ｂ 

産業技術総合研究所 

村尾 智 上級主任研究員 

9 

環境汚染被害地域における環

境・経済・社会の統合的向上によ

る再生に関する研究 

2009 年制定の「水俣病被害者の救済及び水俣病問

題の解決に関する特別措置法」では、水俣病患者の

救済措置の実施と併せて、水俣病発生地域における

地域再生・振興等が示されている。本研究では、同

地域の自然資源を調査し、これをエネルギーや観光

等に利用して地域活性化を図るための方策の検討

を行うとともに、これが地域経済や環境保全に与え

る影響の評価・分析を行う。また、ＩＣＴを用いて

住民の健康モニタリングや健康相談を実施し、環境

と健康の関連性を明らかにするとともに、健康相談

等の取組が地域コミュニティ形成（ソーシャルキャ

ピタル醸成）に与える影響について評価を行う。こ

れらを通じて、環境・社会・経済の統合的向上を実

現するための効果的な地域再生・振興策を提案す

る。 

Ｂ 

慶應義塾大学  

環境情報学部 

植原 啓介 准教授 
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10 

低炭素・循環・自然共生の環境施

策の実施による地域の経済・社

会・人口定住への効果の評価につ

いて 

必要性・緊急性の高いとされる人口対策や雇用対

策は、環境政策と切り離され実施されがちであった

が、近年地域での再エネ事業の高まりから、事業評

価として主に経済的側面から地域経済・環境への波

及効果調査が行われている。しかしながら、財・サ

ービスの産業間取引を指標化した産業連関表は市

町村レベルまではほとんど存在しないため、地区レ

ベルでの事業評価が困難な状況にある。本研究で

は、人口定住・雇用創出・環境施策を三位一体で進

める連関効果を定量的に評価する体系（地域内乗数

効果による計測システム）を構築し、小さな拠点（小

学校区等一次生活圏）を軸とした域内経済循環促進

型の事業評価を、調査候補地で試験的に実施する。

地方への人口環流が国土全体の「低炭素・循環・共

生」化に寄与する政策的根拠を示すとともに、「地

方創生」に関わる総合戦略の中で、人口環流や雇用

創出と一体化して総合的な効果を上げる環境政策

の方向性と手法の提案を行う。 

Ｂ＋ 

島根県中山間地域研究センター 

藤山 浩 研究統括監 
（島根県立大学連携大学院 教授） 

11 

第五次環境基本計画の策定に向

けた各種指標の開発、指標の評価

方法等の開発、諸施策・総合的環

境指標の在り方の検討 

第四次環境基本計画では、持続可能な社会を実現

するために、社会の持続可能性を評価するための指

標群を設定し、持続可能性の評価を行うこととして

いるが、指標群や評価手法は確立していない。また、

国際的には、国際連合の新富国指標等において、自

然・経済・社会の資本ストックを示す指標群を用い

て評価している事例もあるが、途上国に合わせて指

標数を限定しているために、これらの指標群は必ず

しも各国の事情に対応したものとなっていない。本

研究では、次期環境基本計画の策定に向けて、国際

的な指標開発の動向も踏まえつつ、我が国の社会の

持続可能性を評価するための新たな指標群を開発

し、統合的に評価する手法を開発する。また、自治

体で指標の利活用の実証を行いつつ、評価結果を諸

施策の企画・立案に生かしていくための有効な方策

を提案する。 

Ａ 

九州大学 

大学院工学研究院 

馬奈木 俊介 教授 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


